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２０１０年度厚生労働予算編成に関する基本要請
貴職の厚生労働行政の推進に対するご尽力に敬意を表します。
さて、2010年度厚生労働予算編成は先の社会保障国民会議の最終報告が指し示すよう、社会保障制度の機能強化が市民と働く者の最大の関心となっています。今日の不安定な経済状況と雇用情勢下で、多くの失業者が生まれ、生活保護受給者も増大しております。
いまこそ、暮らしのセーフティネットを強化し、積極的な雇用政策と積極的な社会保障政策の下、市民生活の安心と信頼を再確立されるべく、今後の予算編成に反映されますよう以下のとおり要請いたします。
記
１．社会保障の機能強化について

（１）骨太方針2006による社会保障抑制政策を撤回し、社会保障の機能強化のための制度拡充を図るとともに、安定的な制度運営のための財源の確保を行うこと。
（２）雇用情勢の悪化にともなう生活保護受給者の急増に対応するため、生活保護国庫負担金を迅速かつ安定的に確保し、ケ－スワ－カ－等職員配置の確保に向け支援を行うと共に、生活保護に過度の負荷をかけない社会的セ－フティネット体系の構築に取り組むこと。このため、「雇用と住居を失った者に対する総合支援策」の円滑な実施を図ると共に、雇用保険の改善などにより雇用に関するセ－フティネットと共に、住宅に関する施策を拡充すること。
（３）ハローワークは、公平･公正なセーフティネットを維持する観点から、国による全国ネットワークの組織である現行制度を堅持し市場化テストの導入及び包括的民間委託を行わないこと。

２．社会福祉施策の充実について

（１）社会福祉施設のナショナルミニマムである「最低基準」を改善すること。特に、必要な財源を確保して保育所、児童養護施設などの児童福祉施設の最低基準の改善を図ること。
　

（２）「福祉人材確保指針」をふまえ、介護・福祉人材の確保のため、介護・福祉労働者の処遇改善のための財源を確保と、介護・福祉労働者の賃金改善に向けたガイドラインを策定するなど、実効ある対策を講ずること。
（３）新要介護認定システムについて、1次判定の軽度化や訪問調査及び審査会の負担の大幅な増大につながらないように、予算確保のうえ抜本的な見直しを実施すること。
（４）保育制度の見直しにあたっては、保育の質を支える仕組み整備すると共に保育所の量的な整備を可能とする運営費補助金及び施設整備費など財源の確保を行うこと。また、放課後児童クラブの拡充に向け、財源の確保と制度の確立を図ること。さらに、人材確保に向けた保育労働者の賃金改善に向けたガイドライン策定など、実効ある対策を講ずること。
３．保健・医療施策の充実について

（１）医師不足解消、とりわけ勤務医不足解消に向け、勤務医の処遇改善をはかるため診療報酬引き上げなど更なる財源を確保するとともに、看護職員不足解消のため処遇改善と人材確保・育成や離職防止対策強化のため財源確保と計画的対策を進めること。

　

（２）国民皆保険を堅持し、誰もが医療にアクセスすることを可能にするために後期高齢者医療のあり方については、財源確保のうえ慎重に検討すること。
（３）全国どこに住んでいてもアクセスが可能な地域医療の確保に向けた支援を拡充し、必要な財源確保を行うこと。特に、公立病院を中心とした不採算部門等への財源保障を強化すること。
４．尊厳ある労働と積極的雇用政策について.

（１）深刻な雇用環境を踏まえ、失業者の生活保障と再就職支援のため、雇用保険未加入・非適用者を含め雇用保険の失業給付の拡充を図ること。また、地域雇用創出にむけて、「緊急雇用創出事業」や「ふるさと雇用再生特別交付金」などの積極活用を促すこと。
　　　

（２）労働者保護の観点から、現行派遣法を改正し、派遣労働における労働諸条件を抜本的に見直すこと。とくに、「日雇い派遣」については速やかに禁止すること。

（３）雇用のセーフティネットである、労働基準監督、公共職業訓練や公共職業紹介機能については、安易な統廃合や民営化を行わないこと。

とりわけ、ハローワークは就業困難者のセーフティネットとなっており、地域の雇用対策の中核的役割を果たしていることから、市場化テストの導入及び包括的民間委託を行わないこと。

（４）公正な取引と公正な労働条件、サービスの質を確保するため、ILO９４号条約（公契約における労働条項）に即した、公契約ルールの具体化と条約批准をはかること。
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